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〒

都・道

府・県

〒

都・道

府・県

① 円

円

ア 円

イ 円

ウ 円

)

④ 年 月 年 月

※

その他 （ ）

その他 （ ）

その他 （ ）

年 月 日

(代表者名) 　　理事長　　　福祉　乃輪　　理事長　　　福祉　乃輪　　理事長　　　福祉　乃輪　　理事長　　　福祉　乃輪

 その他

上記については、雇用するすべての福祉・介護職員に対し周知をした上で、提出していることを証明します。

平成 ○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○ ( 法 人 名 ) 　社会福祉法人　○○会　社会福祉法人　○○会　社会福祉法人　○○会　社会福祉法人　○○会

 教育・研修

人材育成環境の整備　・　資格取得、能力向上のための措置

能力向上が認められた職員への処遇、配置の反映

 職場環境

出産、子育て支援の強化　・　ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化

事故、トラブルへの対応マニュアル等の作成　・　介護補助器具等の購入、整備等

健康診断、腰痛対策、こころの健康等の健康管理面の強化　・　職員休憩室、喫煙スペース等の整備

労働安全衛生対策の充実　・　業務省力化対策

職員賃金額(月額平均)

(2)　賃金改善以外の処遇改善について

平成21年４月以降に実施した(又は実施予定の)事項について必ず１つ以上に○を付けてください。

 処遇全般

賃金体系等の人事制度の整備　・　非正規職員から正規職員への転換　・　短時間正規職員制度の導入

昇給又は昇格等の要件の明確化　・　休暇制度、労働時間等の改善　・　職員の増員による業務負担の軽減

(任意記載事項)平成20年10月から平成21年３月までの状況について記入してください。

⑥
福祉・介護職員賃金総額

円 ⑦
１人当たり福祉・介護

円
(月額平均) 

450,000450,000450,000450,000 150,000150,000150,000150,000

２３２３２３２３ １１１１

　④については平成21年度は平成21年10月から平成22年４月まで、平成22・23年度は当該年度の２月から翌年４月まで、平成24年度
は平成24年２月から６月までの連続する期間を記入してください。なお、当該期間の月数は、助成金の対象月数を超えてはなりませ
ん。

⑤

賃金改善を行う方法(一人当たりの平均賃金改善月額等についても、可能な限り具体的に記入してください。なお、当該改善額は見込み、

かつ、全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み、税引き前であるため、実際の個々人の手取り額とは必ずしも一致しません。）

例：常勤の生活支援員２名、職業指導員１名の基本給を月額平均で３，０００円引き上げ、非常勤の職業指導員１名例：常勤の生活支援員２名、職業指導員１名の基本給を月額平均で３，０００円引き上げ、非常勤の職業指導員１名例：常勤の生活支援員２名、職業指導員１名の基本給を月額平均で３，０００円引き上げ、非常勤の職業指導員１名例：常勤の生活支援員２名、職業指導員１名の基本給を月額平均で３，０００円引き上げ、非常勤の職業指導員１名

　　 の時給を７５０円から８００円に引き上げる。　　 の時給を７５０円から８００円に引き上げる。　　 の時給を７５０円から８００円に引き上げる。　　 の時給を７５０円から８００円に引き上げる。

例：ホームヘルパー１０人のうち、居宅介護、重度訪問介護に入ったヘルパーに対し、１人あたり５，０００円を処遇改例：ホームヘルパー１０人のうち、居宅介護、重度訪問介護に入ったヘルパーに対し、１人あたり５，０００円を処遇改例：ホームヘルパー１０人のうち、居宅介護、重度訪問介護に入ったヘルパーに対し、１人あたり５，０００円を処遇改例：ホームヘルパー１０人のうち、居宅介護、重度訪問介護に入ったヘルパーに対し、１人あたり５，０００円を処遇改

　　善手当として３月に支給する。　　善手当として３月に支給する。　　善手当として３月に支給する。　　善手当として３月に支給する。

助成金による賃金改善実施期間 平成 ２２２２２２２２ ２２２２ ～ 平成

賃金改善の方法について

③ 賃金改善を行う給与項目
基本給、 [　処遇改善処遇改善処遇改善処遇改善　　　　]手当、 [　　　　]手当、 [　　　　]手当、 賞与（一時金）

その他（

他都道府県の事業所等の福祉・介護職員の賃金改善の原資として充当する見込額

アのうち他都道府県の事業所等が交付を受けた助成金を原資として改善する見込額

※②については、法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとします。

※②のイ又はウについて該当がある場合は、添付書類２を添付してください。

 ※事業所等情報については、複数の事業所ごとに一括して提出する場合は、「添付書類１による」と記入してください。

(1) 賃金改善計画について （ 本計画に記載された金額については、見込みの額であり、申請時以降の運営状況（利用者数等）、人員配
置状況（職員数等）その他の事由により変動があり得るものです。 ）

平成　２２２２２２２２　年度助成金見込額（総額） 476,280476,280476,280476,280

②

賃金改善所要見込額(総額)(ア＋イ－ウ) 480,000480,000480,000480,000

賃金改善に要する見込額(総額) 480,000480,000480,000480,000

 事業所の所在
地

780-0850780-0850780-0850780-0850

高知高知高知高知 丸ノ内１丁目２－２０丸ノ内１丁目２－２０丸ノ内１丁目２－２０丸ノ内１丁目２－２０

電話番号 ０８８－８２３－９６××０８８－８２３－９６××０８８－８２３－９６××０８８－８２３－９６×× ＦＡＸ番号 ０８８－８２３－９２６００８８－８２３－９２６００８８－８２３－９２６００８８－８２３－９２６０

 事業所等の名
称

フリガナ ○○ジギョウショ○○ジギョウショ○○ジギョウショ○○ジギョウショ 提供する
サービス

添付書類１による添付書類１による添付書類１による添付書類１による
名　　称 ○○事業所○○事業所○○事業所○○事業所

 主たる事務所の
 所在地

高知高知高知高知 丸ノ内１丁目２－２０丸ノ内１丁目２－２０丸ノ内１丁目２－２０丸ノ内１丁目２－２０

電話番号 ０８８－８２３－９６××０８８－８２３－９６××０８８－８２３－９６××０８８－８２３－９６×× ＦＡＸ番号 ０８８－８２３－９２６００８８－８２３－９２６００８８－８２３－９２６００８８－８２３－９２６０

780-0850780-0850780-0850780-0850

福祉・介護職員処遇改善計画書（平成　　　　２２２２２２２２　　　　年度申請用）

障害福祉サービス等事業所番号

 事業者・開設者
フリガナ シャカイフクシホウジン　○○会シャカイフクシホウジン　○○会シャカイフクシホウジン　○○会シャカイフクシホウジン　○○会

名　　称 社会福祉法人　○○会社会福祉法人　○○会社会福祉法人　○○会社会福祉法人　○○会

事業所単位事業所単位事業所単位事業所単位

で申請するで申請するで申請するで申請する

場合、主た場合、主た場合、主た場合、主た

る事業所のる事業所のる事業所のる事業所の

所在地等を所在地等を所在地等を所在地等を

記入してく記入してく記入してく記入してく

ださい。ださい。ださい。ださい。

手当は、手当は、手当は、手当は、

[[[[ ]]]]内に名内に名内に名内に名

称を記入して称を記入して称を記入して称を記入して

ください。ください。ください。ください。

また、また、また、また、該当す該当す該当す該当す

る項目を○でる項目を○でる項目を○でる項目を○で

囲んで囲んで囲んで囲んでくださくださくださくださ

い。い。い。い。

給与規程と合致する項目・名称となります。給与規程と合致する項目・名称となります。給与規程と合致する項目・名称となります。給与規程と合致する項目・名称となります。

給与規程の改正が必要な場合は、改正（案）を添付してください。給与規程の改正が必要な場合は、改正（案）を添付してください。給与規程の改正が必要な場合は、改正（案）を添付してください。給与規程の改正が必要な場合は、改正（案）を添付してください。 高知県Ｑ＆Ａ高知県Ｑ＆Ａ高知県Ｑ＆Ａ高知県Ｑ＆ＡのＱ４を参照。のＱ４を参照。のＱ４を参照。のＱ４を参照。

③③③③ 給与項目給与項目給与項目給与項目

④④④④ 実施期間実施期間実施期間実施期間

⑤⑤⑤⑤ 賃金改善の賃金改善の賃金改善の賃金改善の

方法方法方法方法

は、給与規程（又は、給与規程（又は、給与規程（又は、給与規程（又

は改正案）に基づは改正案）に基づは改正案）に基づは改正案）に基づ

いた賃金改善の実いた賃金改善の実いた賃金改善の実いた賃金改善の実

施となります。施となります。施となります。施となります。

給与規程と給与規程と給与規程と給与規程と

・名称（○○手当）・名称（○○手当）・名称（○○手当）・名称（○○手当）

・支給時期、期間・支給時期、期間・支給時期、期間・支給時期、期間

などが合っているなどが合っているなどが合っているなどが合っている

かをもう一度確認かをもう一度確認かをもう一度確認かをもう一度確認

してください。してください。してください。してください。

【例】

給与規程（又は案）

により、期末手当

を３月に支給する

計画でありながら、

期間に３月が含ま

れていない場合や、

給与規程に定めら

れていない額・手

当が記載されてい

る場合があります。

太枠の中太枠の中太枠の中太枠の中

の項目にの項目にの項目にの項目に

ついて、いついて、いついて、いついて、い

ずれか１つずれか１つずれか１つずれか１つ

以上に○以上に○以上に○以上に○

を付けてくを付けてくを付けてくを付けてく

ださい。ださい。ださい。ださい。

事業所単位での申請事業所単位での申請事業所単位での申請事業所単位での申請

例○例○例○例○ 就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型就労継続支援Ｂ型

例○例○例○例○ 知的障害者入所更生施設、短期入所知的障害者入所更生施設、短期入所知的障害者入所更生施設、短期入所知的障害者入所更生施設、短期入所

例例例例×××× 旧更生施設旧更生施設旧更生施設旧更生施設

知的障害者入所更生施設と短期入所を行っている場合、また、多機能型の場合など、知的障害者入所更生施設と短期入所を行っている場合、また、多機能型の場合など、知的障害者入所更生施設と短期入所を行っている場合、また、多機能型の場合など、知的障害者入所更生施設と短期入所を行っている場合、また、多機能型の場合など、１つの事業所で同じ事業所番号が１つの事業所で同じ事業所番号が１つの事業所で同じ事業所番号が１つの事業所で同じ事業所番号が

設定されている場合設定されている場合設定されている場合設定されている場合は、事業者承認申請書・計画書ともに１枚となります。（分けて申請する必要はありません。）は、事業者承認申請書・計画書ともに１枚となります。（分けて申請する必要はありません。）は、事業者承認申請書・計画書ともに１枚となります。（分けて申請する必要はありません。）は、事業者承認申請書・計画書ともに１枚となります。（分けて申請する必要はありません。）

できる限り具できる限り具できる限り具できる限り具

体的に記入体的に記入体的に記入体的に記入

してください。してください。してください。してください。

複数の事業所を複数の事業所を複数の事業所を複数の事業所を

法人一括で申請法人一括で申請法人一括で申請法人一括で申請

する場合は、記入する場合は、記入する場合は、記入する場合は、記入

不要。不要。不要。不要。

居宅介護事業所居宅介護事業所居宅介護事業所居宅介護事業所

は「重度訪問介は「重度訪問介は「重度訪問介は「重度訪問介

護」の指定をあわ護」の指定をあわ護」の指定をあわ護」の指定をあわ

せて受けている場せて受けている場せて受けている場せて受けている場

合があるので注合があるので注合があるので注合があるので注

意してください。意してください。意してください。意してください。

平成２１年１０月に申請した計画書の期間の翌平成２１年１０月に申請した計画書の期間の翌平成２１年１０月に申請した計画書の期間の翌平成２１年１０月に申請した計画書の期間の翌

月から連続する１２か月間となります。月から連続する１２か月間となります。月から連続する１２か月間となります。月から連続する１２か月間となります。

記入例では、平成２１年１０月の申請で、「平成記入例では、平成２１年１０月の申請で、「平成記入例では、平成２１年１０月の申請で、「平成記入例では、平成２１年１０月の申請で、「平成

２１年１０月から平成２２年１月」２１年１０月から平成２２年１月」２１年１０月から平成２２年１月」２１年１０月から平成２２年１月」 としていたので、としていたので、としていたので、としていたので、

翌月の翌月の翌月の翌月の 『『『『平成２２年２月平成２２年２月平成２２年２月平成２２年２月』』』』 から連続する１２か月から連続する１２か月から連続する１２か月から連続する１２か月

間＝間＝間＝間＝ 『『『『平成２３年１月平成２３年１月平成２３年１月平成２３年１月』』』』 までとなります。までとなります。までとなります。までとなります。

国事務処理要領国事務処理要領国事務処理要領国事務処理要領 ９９９９の一のエの一のエの一のエの一のエ 参照。参照。参照。参照。

平成平成平成平成20202020年年年年10101010月から平成月から平成月から平成月から平成21212121年３月までの処遇改善対象者全員の給与・賃金合計年３月までの処遇改善対象者全員の給与・賃金合計年３月までの処遇改善対象者全員の給与・賃金合計年３月までの処遇改善対象者全員の給与・賃金合計

額（賞与も含みます。）を６で割った金額を記入額（賞与も含みます。）を６で割った金額を記入額（賞与も含みます。）を６で割った金額を記入額（賞与も含みます。）を６で割った金額を記入
⑥の金額を常勤換算人数で割った金額を記入⑥の金額を常勤換算人数で割った金額を記入⑥の金額を常勤換算人数で割った金額を記入⑥の金額を常勤換算人数で割った金額を記入

印

⑥・⑦は、⑥・⑦は、⑥・⑦は、⑥・⑦は、

平成２１年１０平成２１年１０平成２１年１０平成２１年１０

月の申請と同月の申請と同月の申請と同月の申請と同

じ内容となりじ内容となりじ内容となりじ内容となり

ます。ます。ます。ます。

平成２１年１０平成２１年１０平成２１年１０平成２１年１０

月に申請した月に申請した月に申請した月に申請した

内容に○印。内容に○印。内容に○印。内容に○印。

また、平成２２また、平成２２また、平成２２また、平成２２

年度に実施し年度に実施し年度に実施し年度に実施し

た（又は予定）た（又は予定）た（又は予定）た（又は予定）

事項につてい事項につてい事項につてい事項につてい

も○印を付けも○印を付けも○印を付けも○印を付け

てください。てください。てください。てください。

法人一括での申法人一括での申法人一括での申法人一括での申
請請請請

複数の事業所番複数の事業所番複数の事業所番複数の事業所番
号分をまとめて号分をまとめて号分をまとめて号分をまとめて
提出する場合に提出する場合に提出する場合に提出する場合に
は「添付書類１には「添付書類１には「添付書類１には「添付書類１に
よる」と記載し、よる」と記載し、よる」と記載し、よる」と記載し、
事業所一覧（添事業所一覧（添事業所一覧（添事業所一覧（添
付書類１）を添付付書類１）を添付付書類１）を添付付書類１）を添付
してください。してください。してください。してください。

平成２２年度は、平成22年2月～平成23年1月（12か月間）に提供したサービスの報酬額（＝給付費請求額）×交付率＝助成金の額となります。平成２２年度は、平成22年2月～平成23年1月（12か月間）に提供したサービスの報酬額（＝給付費請求額）×交付率＝助成金の額となります。平成２２年度は、平成22年2月～平成23年1月（12か月間）に提供したサービスの報酬額（＝給付費請求額）×交付率＝助成金の額となります。平成２２年度は、平成22年2月～平成23年1月（12か月間）に提供したサービスの報酬額（＝給付費請求額）×交付率＝助成金の額となります。
なお、見込額なので、平成22年1月以前の報酬額の平均×交付率×12か月 などの計算により算出してください。なお、見込額なので、平成22年1月以前の報酬額の平均×交付率×12か月 などの計算により算出してください。なお、見込額なので、平成22年1月以前の報酬額の平均×交付率×12か月 などの計算により算出してください。なお、見込額なので、平成22年1月以前の報酬額の平均×交付率×12か月 などの計算により算出してください。

県外に事業所を県外に事業所を県外に事業所を県外に事業所を
持っていない事持っていない事持っていない事持っていない事
業所は記入不用業所は記入不用業所は記入不用業所は記入不用

必ず①の金額以上であること必ず①の金額以上であること必ず①の金額以上であること必ず①の金額以上であること

上段の額の算上段の額の算上段の額の算上段の額の算
出根拠（ア＋出根拠（ア＋出根拠（ア＋出根拠（ア＋
イーウ）になるイーウ）になるイーウ）になるイーウ）になる
額なので、必額なので、必額なので、必額なので、必
ず記入が必要ず記入が必要ず記入が必要ず記入が必要
です。です。です。です。


